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消費者にとって安価で親しみやすいナノバブル発生ホースの開発
～ナノバブルで社会に貢献する～

大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター
主任研究員　木村　和彦
企業名：
株式会社アルベール・インターナショナル
事業内容：洗濯機用ナノバブル発生ホース、シャワー用ナノバブル発生ホースの製造販売
従業者数：４人（令和２年11月末現在）
住所：
箕面市粟生新家４丁目６番10-102号
ＵＲＬ：https://art-verre.com/
はじめに
株式会社アルベールインターナショナル（以下、同社）は、平成21年に設立された会社です。
同社の代表取締役は、㈱）西武百貨店（現㈱そごう・西武）等で、ガラス・陶器・プラスチックの製品開発、貿易業務等の経験を積んでおり、設立当初は、その経験と、自社の保有する実用新案（電子レンジ用飲料容器等）によるガラス・プラスチック製品を中心に、輸出入を行っていました。
１．転機
設立当初は、販売不振による在庫リスクを避けるためＯＥＭ（他社ブランドの製品を製造）による受注生産のみを行っていましたが、取引先からの受注に先細りが見え始め、将来への不安を感じるようになりました。
そこで、「ナノバブル」（一般的には１µm以下のナノメートル単位の微細な気泡のこと。）製品の開発に取り組むこととしました。
「ナノバブル」に取り組んだのは、①「マイクロバブル（直径1～100μmの気泡）」を謳った製品が数十年来、売れている一方、大きな技術革新がない状況が続いており、他の業界（携帯電話等）の製品の革新を考えると、気泡の小さい「ナノバブル」が「マイクロバブル」の進化版として受け入れられると考えたこと、②「ナノバブル」を謳った製品は、当社が取り組んだ29年年初の時点で、調べた範囲では一アイテムしかなかったこと、③当時、「ナノバブル」について85％近くの人が知らないという状況で、「ナノバブル」市場において先駆者になれるとともに、認知度が高まれば市場拡大可能性は高いと考えたためでした。
２．開発の道のり
とは言え、当社代表取締役は俗に言う「文系」であり、「ナノバブル」を発生させる仕組み等は知りませんでしたので、関連文献を読み漁ったと言います。その勉強と、当社代表取締役が自ら認める「出来ると信じてあきらめないしつこい性格」により、第一回目の図面が完成しました。
同社にとって幸運だったのは、開発当時、日本カンタム・デザイン㈱が「ナノバブル」の測定装置を開発、テスト受託を始めていたことでした。
製品としてのインパクトのため、「ナノバブル」の発生量は、１mlの水に１億個以上を目標値としていましたが、第一回目の試作品では、１mlに2,700万個程度でした。その後、１年に渡り、サイズ、形状に改良を加えて10個弱の試作品を作成、最終的に１mlの水に１億個以上の「ナノバブル」（大きさは100nm前後）を発生させることに成功したのでした。
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「ナノバブル」発生部品図
３．価格設定と生産体制の整備
その当時、「ナノバブル」を発生させる製品として存在していたのが、「ナノバブル」発生機能を持ったシャワーヘッドで、価格は１万円を超えていました。また、当社の製品とほぼ同時期に販売された「ナノバブル」洗浄を謳う全自動洗濯機は、当時20万円以上していました。
同社では、ホースとシャワーヘッドや洗濯機の間にアタッチする形状とすることで、シャワーヘッドや洗濯機を新たに購入する必要がないことを製品のウリとするとともに、価格設定においては、「ナノバブル」について、測定装置や洗濯機等が現れ、認知度は高まりつつあったものの、消費者の立場から考えると「失敗して損しても我慢できる」価格であることが重要だと考え、５千円未満としました。
量産体制については、同社代表取締役の貿易業務の経験を活かし、中国での生産拠点も見つかりました。ただ、中国で箱入れすると、空気を輸入するようなものになること（箱と製品の間の空間分）と、クレーム発生をゼロに近づけるため、本体は中国で生産し、検品、箱入れに関しては日本で行う体制を整えたのでした。
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左「洗濯革命「ナノバブル」洗濯ホースアタッチメント」、右「お風呂革命「ナノバブル」シャワーアタッチメント」
　４．信頼度向上に向けて
生産体制が整う一方、販売においては、同社のような設立からの期間も短く、規模も大きくない企業の製品を受け入れてもらうためには、安価であることだけではなく、会社や製品に信頼を持ってもらうことが必要と考え、特許権の取得と経営革新計画の承認を得ることとしました。その結果、前者については、平成24年に特許出願し、平成29年９月８日（特許第6205099号）に「微小気泡発生体、および、それに用いた微小気泡含有水発生装置」で特許権を取得。後者についても平成29年８月10日「家庭用ナノバブル水栓器具の開発と販売」で承認を受けています。
５．販売促進活動への取り組み
また、プレスリリースにも取り組みました。初めてのことなので、ここでも第三者を活用し、箕面商工会議所の専門家派遣により、プレスリリースの手順やインパクトのあるワード等について教わり、インターネット上でプレスリリースを行ったところ、40件以上のメディアに取り上げられました。
結果、当初ヤフーショッピングのみの販売でしたが、３日で「洗濯機部品、アクセサリー」でランキング１位を獲得しています。その後、楽天市場、アマゾンにも出店し、楽天市場でもランキング１位を獲得できたのは、プレスリリースによるところが大きいと同社では考えています。
また、プレスリリースにより、ＢＳ12トゥエルビの「ドランクドラゴンのバカ売れ研究所」という番組から要請があり、30年に１回、令和元年に１回出演しています。ＢＳデジタル放送であり、大きな期待はしていなかったものの、この出演によって大幅な売上増加を記録したのでした。
また、このＴＶ出演がきっかけとなり、他のＴＶショッピングからＴＶショップ用の製品のＯＥＭ供給オファーがあり、令和元年11月に開始、年10回程度の放送に合わせて供給を行い、売上の柱となる成長を遂げています。
更に、シャワー水栓メーカーから特許技術使用についてオファーと技術指導の依頼があり、２年６月から年間10万個程度の販売が見込まれ、ライセンス収入が売上の柱に加わることとなりました。
５．今後の方向
現在、同社では特許技術を活かして、農業においては植物の成長促進、収穫量の増加、漁業では捕獲した活魚の鮮度を通常より長く保つことの実証実験を進めており、小規模な農業従事者や漁業従事者にも購入しやすい価格の「ナノバブル」発生装置の開発に取り組んでいます。
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